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宮公需契約とは､官公庁や､独立行政法人等が中小企業者の皆

様などと取引をすることをいいます。

宮公需契約には､事務用品や制服等を購入する物品等の調達、

庁舎の清掃や篁備等をお願いする役務契約､道路建設や河川の

補修等の工事契約などがあり､多岐にわたっていることから様々

な分野の中小企業者の方が受注することが可能です。

また､対価の支払いについても会計法等の法令に墓づき遅延

等はなく安定していることから経営面に及ぼす効果も大きなも
のがあります。

夢
宮公需契約

について

ご存じですか

蕊 競争契約参加寶格を取得して､入札に参加を1１

◆宮公需契約までの手続きの流れ

１．資格審査申請書の提出

官公庁との取引の第一歩として､競争契約参加資格審査申請が必要です。

◇甲請書の様式は､各省庁の窓口か統一資格審査申請受付サイト(6頁参照)から入手する
ことができます。

◇この資格審査申請は､どこか－つの省庁に提出(持参･郵送またはインターネットを使っ
て直接申請することも可能)すれば､全省庁に有効です。

◇申請書の提出は､定期(平成１９年１月～)又は随時の受け付けがあります。
◇独立行政法人等については、法人ごとの申請になります。

◇事業協同組合や協業組合等として申請することも可能です。
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２.資格審査結果の通舟ﾛ･登録

①申請書の生産高等の実績を審査し､Ａ～Ｄの等級に区分され(｢等級区分｣)､資格審査結
果通知書により申請者本人に通知されます。

②資格等級は､全省庁統一の名簿に登録されます｡(｢全省庁統一資格｣）(注）

③全省庁統一資格は最長3年間有効です(工事については､最長2年間)。
＝＝＝ 
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－＝＝一
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３．入ﾎL公告

①各省庁で行う入札公告に記載された等級区分に応じて参加できます。
◇発注等に関する情報は6頁を参照して下さい。

②次の方の場合､等級区分に関する特例措置､弾力化の適用がありますので入札を行う省
庁と相談して下さい。

◇技術力のある中小企業者

◇ベンチャー企業等の新規開業者
＝＝＝ 

＿￣ 
星 一

～ミー戸一
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４.契約書の作成

◇入札に参加し､落札できれば契約書を取り交わし､履行することとなります。

５.納入等

◇納入後､検査･確認があり､完了後､対価の支払いが行われます。

(注)この名簿は､一般競争入札のほか指名競争入札や随意契約による場合にも､活用されることとなります.

蕊 中小企業害の受注機会拡大のための支援策(宮公需法等の概要）

弓《中小企業基本法》ト

中小企業の振興･支援について皇本的

な理念や方針を定めています｡この中

で､宮公雷施策は"中小企業の経営基

盤強化策Mの－つとして位置づけられ

受注機会の増大を図るよう定められ

ています。

閂《国等の契約の方針》岸

経済産業省(中小企業庁)ては､毎年度、

中小企業者向けの契約目標額や受注機

会拡大のための方策等を｢国等の契約の

方針｣として取りまとめ､これを閣議決

定して公表しています。

◇技術力ある中小企業者の入札機会の

拡大

◇新規開業者に対する受注機会の増大策

◇官公需適格組合の活用

◇情報提供の促進

◇分離･分割発注の推進等

■■■《實公需法》二

宮公黒についての中小企業者の受注の

確保に関する法律｢宮公需法｣ては､次

のことが定められています。

◇国等の発注機関における中小企業者

の受注機会の増大に向けた努力と組

合等の活用について

◇｢国等の契約の方針｣の作成と公表に

ついて

◇国等の機関のほか地方公共団体にお

ける中小企業者の受注機会の増大に

向けた努力について等

⑳ 



蕊技術力のある中小企業書には入札参加實格の特例措置があります

技術力のある中小企業者は､ものづくりなど我が国経済の重要な担い手であり、

活力ある経済社会を構築するためにはなくてはならない存在です｡このような技術
力のある中小企業者の事業活動を支援するため､宮公需の受注機会拡大のための措
置があります。

国や独立行政法人等の入札公告等をご覧になり､積極的にご活用下さい。

⑥ 
国や独立行政法人等では技術力のある中小企業者の｢等級区分｣に

ついて､特例措置を設けています｡例えば､試験研究機器､医療機器､精
密加工技術を要する装置類等の物品や､高度な情報システム開発等の
役務サービスの提供等のあらゆる分野に適用されます。

色

「等級区分｣の特例とは､競争参加資格の等級が低い場合でも､一定

の条件を満たせば上位の等級の入札に参加が可能になるというもの
です。

（通常は､資格審査結果の等級区分に応じて入札に参加することと

なりますが､特例では､例えば､等級区分がＤの方でも､要件を満たせ
ば最大Ａランクの入札に参加できます｡）

－＜上位等級入札の特例措置＞‐

入札物件と同等以上の仕様の物

件を製造等した実績を､カタロ

グ等により証明できる方

特許保有数､技術±資格保有者数、

技能認定者数により定められた

点数を加算した場合に､上位の

又は

級になる方

⑤ 



麹 新規開業者の皆様も積極的に入札にチャレンジをⅡ

新規に開業された中小企業の方も官公庁等との契約にチャレンジが可能です｡資

格審査申請を行っていただき､積極的に入札にご参加下さい。

⑪ 
技術力のあるベンチャー企業等は､３頁の入札参加資格の特例措置

を活用することにより､受注の機会が拡大します。

⑫ 
少さ

、｣

中小企業技術革新制度(ＳＢｌＲ)のデータベースの活用などで技術評

価を行い､技術力のある中小企業からの調達に関しては､入札参加資

格の弾力化の措置がとられています。

このほか､ベンチャー企業からの|T関連の調達においても､システム

の開発実績等を考慮した入札参加資格の弾力化の措置がとられてい

ます。

二 ＜株式会社Ａ社の取り組み＞

同社は､理化專機器や計測機器の設計･製造･販売を行っており､気密分野の独自技術をコアに新分

野等への飛躍を目指して創業した研究開発型企業です｡同社は､創業後間もなく､県の｢技術力あるベ

ンチャー企業等推薦｣を受け､これを武器に国等の研究機関を中心に営業活動を実施。

創業した年から農水省関連の研究機関から理化專機器等の受注に成功しました｡その後､売上高の

３割程度を宮公庁からの受注が占めるようになっており､経営の大きな柱となっています。

宮公需は､技術の向上を追求する同社にとっては､官民が連携した共同研究による新たな技術開発

にもつながることから､会後も積極的に取り組むこととしています．

こ’〈Ｂ企業組合の取り組み〉
同組合は､中高年齢者や身障者が自ら雇用の場を創出することを目的に集まり､企業組合という形

態で創業しました｡現在､組合員数は５０名弱で､地域への奉仕と街づくりをテーマとして掲げ､地元

の市からの受注を得ています。

主な事業は､①公園の掃除､草刈り等の公園筥理業務､②市民会館､自転車置き場等市の施設の清掃等、

③訪問介護適用事業所の運営業務等で､官公庁からの受注が売上高の７割を占めており､合後は県等

からの受注の確保を目指しています。

④ 



雲適格組合を活用して入札に参加をⅡ

中小企業経営における制約の多くは､経営規模が小さいことに起因するものが少

なくありません｡１社では受注できないような高額の案件でも､数社で共同して受

注すれば確実に契約を履行できる場合があります｡こうして生まれたのが､協同組
合等による宮公需の共同受注です。

国では､こうした積極的な取り組みを支援するため､｢国等の契約の方針｣におい
て宮公需適格組合の活用を進め､受注機会の増大を図ることとしています。

◆宮公需適格組合制度は､①宮公雷受注に関して熱心な指

導者がいること､②十分な経理的塁礎があること等共同受
注体制が整備されている事業協同組合等を中小企業庁(経

済産業局)が証明し､国等の発注機関が積極的に活用するこ
ととしています。

◆証明を受けた宮公雷適格組合は､競争契約参加資格審査

の際に､生産･販売高､資本金等について組合の数値に組合

員の数値を合算して上位の等級に格付けがされる特例が
あります。

。〈A事務用品販売協同組合の取り組み〉
同組合では､組合の設立時から宮公需の共同受注を重要な事業として位置づけており､組合員全員で

営業活動等に取り組んでいます｡毎月の研修会等を通じて仕入れシステムの検討等を行い､大手の販売

業者等に負けない価格での納入を可能としています。

宮公需適格組合証明は､設立してから３年目に取得しており､現在は地元の市が推進している環境対

策に対応し､環境省が進める｢エコアクション２１」の認証を取得しています｡こうした活動が地域に貢

献する組合として認められ､市の取り扱う文具用品等の受注を得ています。

ａ〈B電気工事業協同組合の取り組み〉
同組合は､東京都の区部を地区とする電気工事業者による協同組合で､公共工事の共同受注を主な事

業として組合を設立しました｡宮公需適格組合証明は､発注機関からの信頼を確保し､大型工事を受注

するために取得しており､積極的に施工能力の向上と営業活動に取り組んできました。

特に､区民祭りの放送･照明設備等の工事を受注して成功裡に終百させたほか､区内の数万本に上る

街路灯の修理等を受託しており､安全で明るい街づくりに貢献し､区民の生活にとっても重要な役割を

果たしています⑤

◇官公需適格組合制度について、詳しくは各都道府県中小企業団体中央会にお問い合わせ下さい。

｡ 

蕊富蠕適格組合を活用して入札に参加を1１



蕊 発注等に関する情報の入手をⅡ

官公庁等の発注や資格審査申請などに関する情報は､官公庁等のホームページに

アクセスして入手することが可能です｡また､以下の機関等でも宮公需についての

さまざまな情報を提供しています。

卍
塵

重国頭小企業団体中央会HZE三 》
、

」

http://www2.chuokai・orjp/hacchu・asp
各省庁の発注１１１'i､ﾄﾞMのjう疋等がご覧になれます。

ｋ
 ノ

/-(各省庁調達情報の提供サイト(総務省)】ﾖU」iｺﾞﾛl＝ﾛ月干p(ｗ正'六ソーＩ『Ｋ癖碗冒ノ」

http://www・chotatujoho・go.』p/va/com/TopPagehtml
lZ事を除く各行ハ員の発注情報を－１，１iしてご覧になれます。

、

ｒ
Ｌ
 

「
上申請書のダウンロード

http://www､chotatujoho・go.』p/va/com/ShikakuTop・hｔｍｌ

ノＬ 

/-（ 工事に係る入札情報サービス〈(財)日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ〉１］’ 」
、￣ 

//ｗｗｗ httpＩ 
⑪ ○ 

.ｐｐｌ､ｇｏ.]ｐ 

工事の発注に'1Ｉするli1i報がご覧になれます。
し ノ

篭
、

中小企業庁 」
、

http://www､chusho､metigo・jp/keiei/torihiki/index､htm］

以下の宮公需'１，１;柵がご覧になれます。

○「''１小企業行に関するlHl等の契約の方針」
○lii1弊のｿ菌1三機関一覧弊

し ｣ 

｡ 

鼠発注等に関する情報の入手を1１



宮公雷に関するお問い合わせは

経済産業目 電話番号（直通）

北海道経済産業局産業部中小企業課 ０１１－７０９－１７８３ 

東北経済産業局産業部中小企業課 Ｏ２２－２２２－２４２Ｅ 

関東経済産業局産業部中小企業課 0４８－６００－０３２１ 

中部経済産業局産業部中小企業課 0５２－９５１－２７４８ 

近畿経済産業局産業部中小企業課 ０６－６９６６－６０２３ 

中国経済産業局産業部中小企業課 0８２－２２４－５６６ 

四国経済産業局産業部中小企業課 ０８７－８１１－８５ＰＱ 

九州経済産業局産業部中小企業課 0９２－４８２－５４４７ 

沖縄総合事務局経済産業部中小企業課 0９８－８６２－１４５２ 

中央会 電話番号 中央会 電話番号

北海道中小企業団体中央会 ０１１(231)１９１ｓ 滋賀県中小企業団体中央会 077(５１１)1４３０ 

青森県中小企業団体中央会 ０１７(777)2325 京都府中小企業団体中央会 075(３１４)７１３ 

岩手県中小企業団体中央会 019(624)１３６３ 奈良県中小企業団体中央会 0742(22)320Ｃ 

宮城県中小企業団体中央会 022(222)556Ｃ 大阪府中小企業団体中央会 ０６(6947)437Ｃ 

秋田県中小企業団体中央会 018(863)８７０１ 兵庫県中小企業団体中央会 078(361)8056 

山形県中小企業団位中央会 023(647)0360 和歌山県中小企業団体中央会 073(431)０８５２ 

福島県中小企業団体中央会 024(536)１２６１ 鳥取県中小企業団体中央会 0857(26)667 

茨城県中小企業団体中央会 029(224)８０３０島根県中小企業団体中央会 ０８５２(２１)４８０９ 

栃木県中小企業団体中央会 028(635)２３００ 岡山県中小企業団体中央会 086(224)２２４５ 

群馬県中小企業団体中央会 ０２７(232)４１２３ 広島県中小企業団体中央会 082(228)０９２６ 

埼玉県中小企業団体中央会 048(641）１３１５ 山口県中小企業団体中央会 083(922)2606 

千葉県中小企業団体中央会 043(242)３２７７ 徳島県中小企業団体中央会 088(654)4４３１ 

東京都中小企業団体中央会 03(3542)0386 香川県中小企業団体中央会 ０８７(８５１)８３１１ 

神奈川県中小企業団体中央会 ０４５(633)５１３１ 愛媛県中小企業団体中央会 089(943)7285 

新潟県中小企業団体中央会 025(267)１１００ 高知県中小企業団体中央会 ０８８(845)８８７０ 

長野県中小企業団体中央会 026(228)１１７ 福岡県中小企業団体中央会 ０９２(６２２)８７８０ 

山梨県中小企業団体中央会 ０５５(237)３２１５ 佐賀県中小企業団体中央会 0952(23)4５９８ 

静岡県中小企業団体中央会 054(254)1５１１ 長崎県中小企業団体中央会 095(826)３２０１ 

愛知県中小企業団体中央会 052(229)0044 熊本県中小企業団体中央会 096(325)３２５５ 

岐阜県中小企業団体中央会 058(277)１１００ 大分県中小企業団体中央会 ０９７(536)６３３１ 

三重県中小企業団体中央会 059(228)５１９５ 宮崎県中小企業団体中央会 0985(24)4278 

富山県中小企業団体中央会 076(424)３６８６ 鹿児島県中小企業団体中央会099(222)９２５８

石)Ⅱ県中小企業団体中央会０７６(267)７７「 沖縄県中小企業団体中央会０９８(859)６１２Ｃ

福井県中小企業団体中央会 0776(23)３０４２ 

経済産業省 編集・発行

０３－３５０１‐１６６９（直通） 0３－３５２３－４９０４（直通）
中小企業庁事業環境部取引課 全国中小企業団体中央会連携支援部

平成１９年１日

経済産業局 電話番号（直通）

北海道経済産業局産業部中小企業課 Ｏ１１－７０ｇ－１７８３ 

東北経済産業局産業部中。 企業課 0２２－２２２－２４２５ 

関東経済産業局産業部中。 企業課 O４８－６００－Ｏ３２１ 

中部経済産業局産業部中。 企業課 O５２－ｇ５１－２７４８ 

近畿経済産業局産業部中。 企業課 O６－６９６６－６０２３ 

中国経済産業局産業部中ﾉＬ 企業課 ０８２－２２４－５６６１ 

四国経済産業局産業部中/Ｌ 企業課 ０８７－８１１－８５２９ 

九州経済産業局産業部中小企業課 ０９２－４８２－５４４７ 

沖縄総合事務局経済産業部中小企業課 Ｏｇ８－８６２－１４５２ 

中央会 電話番号 中央会 雷言舌審昌

北海道中小企業団体中央会 ０１１(231)1919 滋賀県中小企業団体中央会 077(511)1４３０ 

青森県中小企業団体中央会 ０１７(777)2325 京都府中小企業団体中央会 075(314)７１３１ 

岩手県中小企業団体中央会 019(624)1３６３ 奈良県中小企業団体中央会 0742(22)3200 

宮城県中小企業団体中央会 022(222)5560 大阪府中小企業団体中央会 06(6947)4370 

秋田県中小企業団体中央会 018(863)8７０１ 庫県中小企業団体中央会 078(361)8056 

山形県中小企業団体中央会 023(647)０３６０ 和歌山県中小企業団体中央会 073(431)０８５２ 

福島県中小企業団体中央会 024(536)1２６１ 鳥取県中小企業団体中央会 0857(26)6６７１ 

茨城県中小企業団体中央会 029(224)8030 島根県中小企業団体中央会 0852(21)4809 

栃木県中小企業団体中央会 028(635)２３００ 岡山県中小企業団体中央会 086(224)2245 

群馬県中小企業団体中央会 027(232)４１２３ 広島県中小企業団体中央会 082(228)０９２６ 

埼玉県中小企業団体中央会 048(641)1３１５ llip県中小企業団体中央会 083(922)2606 

千葉県中小企業団体中央会 043(242)３２７７ 徳島県中小企業団体中央会 088(654)4431 

東京都中小企業団体中央会 03(3542)0386 香jll県中小企業団体中央会 087(851)8３１１ 

神奈111県中小企業団体中央会 045(633)５１３１ 愛媛県中小企業団体中央会 089(943)7285 

新潟県中小企業団体中央会 025(267)１１００ 高知県中小企業団体中央会 088(845)8870 

長野県中小企業団体中央会 026(228)１１７１ 福岡県中小企業団体中央会 092(622)8780 

山梨県中小企業団体中央会 055(237)3２１５ 佐賀県中小企業団体中央会 0952(23)4５９８ 

静岡県中小企業団体中央会 054(254)1５１１ 長崎県中小企業団体中央会 095(826)3201 

愛知県中小企業団体中央会 052(229)0044 熊本県中小企業団体中央会 ０９６(325)3255 

岐阜県中小企業団体中央会 058(277)１１００ 大分県中小企業団体中央会 097(536)6３３１ 

三重県中小企業団体中央会 059(228)５１９５ 宮111奇県中小企業団体中央会 0985(24)4278 

富山県中小企業団体中央会 076(424)3686 鹿児島県中小企業団体中央会 099(222)9258 

石)||県中小企業団体中央会 076(267)7７１１ 沖縄県中小企業団体中央会 ０９８(859)６１２０ 

福井県中小企業団体中央会 0776(23)3042 

経済産業省

O３－３５０１－１６６ｇ（直通）
中小企業庁事業環境部取弓|課

編集・発行

O3-3523-4gO4（直通）
全国中小企業団体中央会連携支援部


